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連結注記表（平成29年３月期） 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

 (1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 ３社 

   株式会社ナインブロック、フードランナー株式会社、株式会社Ａ＆Ｂ 

    

当連結会計年度より重要性が増したことに伴い、株式会社ナインブロック、フードランナー株式会社、 

株式会社Ａ＆Ｂを連結の範囲に含めております。 

 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

  該当事項はありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

 (1)持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称 

   持分法適用の関連会社数 ３社 

   EAT&INTERNATIONAL(H.K.)CO.,LIMITED、E&G FOODS CO.,LTD.、Osaka Ohsho(Thailand)Company Limited 

 

   当連結会計年度より重要性が増したことに伴い、EAT&INTERNATIONAL(H.K.)CO.,LIMITED、E&G FOODS CO.,LTD.、 

Osaka Ohsho(Thailand)Company Limitedを持分法適用の範囲に含めております。 

  

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称等 

  該当事項はありません。 

 

３．連結子会社及び持分法適用会社の事業年度等 

  連結子会社の決算日は、連結決算日に一致しております。持分法を適用している会社のうち決算日が連結決算日と 

異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用しております。 

 

４．会計方針に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

1)有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの・・・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・・・・・・・・主として移動平均法による原価法 

 

2)たな卸資産の評価基準および評価方法 

①商品、製品および原材料・・・・・主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下によ

る簿価切下げの方法） 

②貯蔵品・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下

げの方法） 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

1)有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）および平成28年４月１日以降の新規取

得建物附属設備ならびに新規取得構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物     ３年～40年 

機械装置及び運搬具   ５年～17年 

工具、器具及び備品   ２年～15年 

 

2)無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・定額法 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
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3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引によるリース資産 

リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。残存価額については、リース契約上に残価保証の取

決めがあるものは当該残価保証とし、それ以外のものは零としております。 

 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

1)貸倒引当金・・・・・・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見 

込額を計上しております。 

 

2)賞与引当金・・・・・・・・・・・従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当期連結会計年度負担 

額を計上しております。 

 

3)役員賞与引当金・・・・・・・・・役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計 

上しております。 

 

4)売上割戻引当金・・・・・・・・・当連結会計年度の売上高に対する将来の売上割戻に備えて、売上実績に割戻見 

積率を乗じた金額を計上しております。 

 

5)役員退職慰労引当金・・・・・・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支 

給額を計上しております。 

 

(4)退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合 

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

(5)重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

(6)のれんの償却方法及び償却期間 

     のれんは、その効果が発現すると見積られる期間で均等償却することとしております。 

 

(7)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 1)繰延資産の処理方法 

 株式交付費・・・・・・・・支出時に全額費用として処理しております。 

 

2)消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 

  （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32

号平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減

価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

   この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前純利益はそれぞれ21,051千円増加しております。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産 

担保に供している資産はありません。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,723,812千円 
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連結損益計算書に関する注記 

１．投資有価証券売却益 

   当社の保有する投資有価証券の一部を売却したことに伴い、投資有価証券売却益として104,357千円計上しております。 

 

２．減損損失 

   当連結会計年度において、減損損失を計上した主な資産は以下のとおりです。 

場所 用途 種類 金額 

関東地区（７店舗） 店舗設備 
建物及び構築物、 

工具、器具及び備品他 
142,395千円 

関西地区（１店舗） 店舗設備 
建物及び構築物、 

工具、器具及び備品他 
22,456千円 

北海道地区（２店舗） 店舗設備 
建物及び構築物、 

工具、器具及び備品他 
26,977千円 

 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類および総数に関する事項  

株式の種類 
当連結会計年度 

期首株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度 

期末株式数 

普通株式 4,433,345株 1,900株 －株 4,435,245株 
 

（注）普通株式の発行済株式の増加1,900株は、ストックオプション権利行使に伴う増加であります。 

 

２．配当に関する事項 

⑴ 配当金支払額  

決 議 株式の種類 
配当金 

の総額 
配当原資 

1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

 

平成28年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 33,247千円 利益剰余金 7.5円 

平成28年 

３月31日 

平成28年 

６月29日 

 

平成28年10月18日 

取締役会 
普通株式 33,247千円 利益剰余金 7.5円 

平成28年 

９月30日 

平成28年 

12月２日 

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

決 議 予 定 株式の種類 
配当金 

の総額 
配当原資 

1株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

 

平成29年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 33,261千円 利益剰余金 7.5円 

平成29年 

３月31日 

平成29年 

６月29日 

 
 

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類

および数 

普通株式 40,700株 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

⑴ 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また資金調達については主に銀行借入

にて調達しております。 

 

⑵ 金融商品の内容およびそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、その他有価証券に属する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

賃借物件において預託している差入保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金および未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。 

長期預り保証金はフランチャイズ加盟契約に基づき、加盟企業から預っている取引保証金等であります。 

借入金は、運転資金や設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後５年以内で

あり、これらは金利変動リスクに晒されております。 

 

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、与信管理規程に従い、各事業が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手先毎に期日および残高を管理するとともに、財政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。 

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

長期借入金の金利変動リスクについては、分割弁済によりその影響を緩和するとともに、当社管理本部経営財

務部において管理しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

各部署からの報告に基づき当社管理本部経営財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

 

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。  
 連結貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 1,271,179 1,271,179 － 

(2) 売掛金 4,054,509 4,054,509 － 

(3) 投資有価証券 8,978 8,978 － 

資産計 5,334,668 5,334,668 － 

(1) 買掛金 2,244,919 2,244,919 － 

(2) 短期借入金 1,170,000 1,170,000 － 

(3) 未払金 1,846,777 1,846,777 － 

(4) 未払法人税等 208,632 208,632 － 

(5) 長期借入金 551,250 552,880 1,630 

負債計 6,021,579 6,023,210 1,630   
（注）１．金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、 (4) 未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(5) 長期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。なお、1年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  
 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式＊１ 18,613 

差入保証金＊２ 853,873 

長期預り保証金＊３ 733,221 
 

＊１ 非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが困難と認められるため「(3)投資有価証

券」には含めておりません。 

＊２ 差入保証金は、市場価格がなく、実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的な

キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象から除外しており

ます。 

＊３ 長期預り保証金は、市場価格がなく、実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理

的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象から除外して

おります。 
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賃貸等不動産に関する注記 

当社では、大阪府において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用店舗（土地を含む。）を所有しております。平成

29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は11,775千円（賃貸収益は営業収益に、主な賃貸費用は営業費

用に計上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度における増減額および時価は、次のとおりであり

ます。  

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の 

時価 （千円） 当連結会計年度期首残高 増減額 当連結会計年度末残高 

404,271 95,932 500,203 280,000  
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額であります。 

２．当期増減額のうち、主な増加額は不動産取得による増加（99,071千円）であり、主な減少額は減価償却費（3,602

千円）であります。 

３．当連結会計年度末の時価は｢不動産鑑定書｣に基づく金額であります。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,051円38銭 

２．１株当たり当期純利益 35円24銭 

(注)１株当たり当期純利益の算定の基礎は、以下のとおりであります。 

親会社株主に帰属する当期純利益 156,240千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 

普通株式に係る当期純利益 156,240千円 

期中平均株式数 4,433,448株 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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個別注記表（平成29年３月期） 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

1)有価証券の評価基準および評価方法 

①子会社株式および関連会社株式・・・・・・・移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの・・・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

 

2)たな卸資産の評価基準および評価方法 

①商品、製品および原材料・・・・・総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切

下げの方法） 

②貯蔵品・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下

げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

1)有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）および平成28年４月１日以降の新規取

得建物附属設備ならびに新規取得構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建  物       ３年～40年 

機械及び装置     ５年～17年 

工具、器具及び備品  ２年～15年 

 

2)無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・定額法 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引によるリース資産 

リース期間を耐用年数とした定額法を採用しております。残存価額については、リース契約上に残価保証の取

決めがあるものは当該残価保証とし、それ以外のものは零としております。 

 

３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

４．引当金の計上基準 

1)貸倒引当金・・・・・・・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 

2)賞与引当金・・・・・・・・・・・・従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上して

おります。 

 

3)役員賞与引当金・・・・・・・・・・役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上し

ております。 

 

4)売上割戻引当金・・・・・・・・・・当事業年度の売上高に対する将来の売上割戻に備えて、売上実績に割戻見積率

を乗じた金額を計上しております。 

 

5)退職給付引当金・・・・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金および退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。 
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6)役員退職慰労引当金・・・・・・・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 1)繰延資産の処理方法 

株式交付費・・・・・・・・支出時に全額費用として処理しております。 

 

2)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 

  （平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32

号平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償

却方法を定率法から定額法に変更しております。 

   この結果、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ17,389千円増加しております。 

 

表示方法の変更 

 損益計算書関係 

前事業年度において区分掲記しておりました「特別損失」の「関係会社株式評価損」は、金額的重要性が乏しくなった

ため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。 

 

貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産 

担保に供している資産はありません。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,699,845千円 

 

３．関係会社に対する金銭債権および債務（区分表示したものを除く） 

 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 327,327千円 

営業取引以外の取引による取引高 4,213千円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類および株式数に関する事項  

株式の種類 
当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

期末株式数 

普通株式 358株 －株 －株 358株 
 

  

短期金銭債権 183,791千円 

短期金銭債務 2,200千円 
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税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （繰延税金資産） 

賞与引当金 47,437千円 

退職給付引当金 30,833千円 

役員退職慰労引当金 111,063千円 

減損損失 63,233千円 

店舗閉鎖損失 20,483千円 

未払事業税 17,888千円 

減価償却超過額 23,792千円 

関係会社株式評価損 50,286千円 

貸倒引当金 50,131千円 

その他 26,978千円 

繰延税金資産小計 442,129千円 

評価性引当額 △104,684千円 

繰延税金資産合計 337,444千円  

  （繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 1,272千円 

繰延税金負債合計 1,272千円 

繰延税金資産（負債）の純額 336,172千円 

 

 

関連当事者との取引に関する注記 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 

議決権等の所有

(被所有)割合（％） 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 期末残高（千円） 

子会社 株式会社Ａ＆Ｂ 
（所有） 

直接 90.00 

事業資金の貸付 

利息の受取 

子会社への 

資金融資 

受取利息 

210,058 

452 

関係会社長期貸付金 

未収入金 

210,058 

78 

  （注） １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

  （注）２．資金の貸付に係る金利は、市場金利を勘案した合理的な利率によっております。  

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 1,056円62銭 

２．１株当たり当期純利益 30円09銭 

(注)１株当たり当期純利益の算定の基礎は、以下のとおりであります。 

当期純利益 133,382千円 

普通株主に帰属しない金額 －千円 

普通株式に係る当期純利益 133,382千円 

期中平均株式数 4,433,448株 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 


